





Two “Decentralizations” and Public-Private Partnership in Local Government



























































きた（藤村 1999， 田中 2006， 村田 2009）。
しかし、2000 年以降、新自由主義的思潮を背














































































































































































































































































































住民から市町村長が選任し（第 202 条 -5）、市町
村から諮問されたものなどについて審議し、意見




































































（3）NPM における PPP の進展


































































































































































予 防 支 援 事 業 所（ 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー）
（n = 4,262）についても、地方公共団体 29.0％、
社会福祉法人 51.9％、医療法人 12.4％、営利法人
1.6％と、約 7 割が委託先による。さらに、2009 年
から 2012 年の年次推移で直営サービスの比率を









































































































































































































































































































































 2 ） 正式には、「地方分権の推進を図るための関係法
律の整備等に関する法律」をいう．










 5 ） 内閣府「地域戦略大綱」http://www.cao.go.jp/
bunken-suishin/ayumi/chiiki-shuken/doc/ 
100622taiko01.pdf2015.01.06 閲覧）
 6 ） 正式には、「地域の自主性及び自立性を高めるた
めの改革の推進を図るための関係法律の整備に関
する法律」をいう．
 7 ） 地方自治研究機構（http://www.rilg.or.jp/004/
h21_10.pdf2015.01.05 閲覧）
 8 ） 「今後の地方自治制度のあり方に関する答申」
（http://www.zck.or.jp/activities/151113/toushin- 
01.PDF2015.01.06 閲覧）










12） 註 11 と同様、大山典弘氏の発言を一部要約して
引用した．





告」（案）（平成 23 年 7 月 6 日）






16） 註 7 の地方自治研究機構の調査報告によれば、市
町村（n = 851）の 7 割以上で認識されている．
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